一般職員の昇給の実施要領（平成19年1月1日昇給分）
                                               　　　　　　　　平成１８年１１月２７日学長裁定
（趣旨）
第１条　この要領は，特定職員以外の職員（以下「一般職員」という。）の職員給与規程第19条及び給与細則１・職員の初任給，昇格，昇給等の基準に関する細則（以下「細則」という。）第34条，第35条，第38条，第39条，平成18年4月1日附則第8項から第12項まで，及び給与細則１（職員の初任給，昇格，昇給等の基準）取扱要項（以下「取扱要項」という。）附則第１２条関係に基づく昇給の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要領において用いる用語の定義は，次のとおりとする。
　一　「部局等」とは，事務局各部，各学部，医学系研究科，工学研究科，連合農学研究科，附属学校部，医学部附属病院，乾燥地研究センター，地域共同研究センター，総合メディア基盤センター，アドミッションセンター，大学教育総合センター，国際交流センター，生命機能研究支援センター，生涯教育総合センター，ベンチャー･ビジネス・ラボラトリー，知的財産センター，保健管理センターをいう。
　二　「部局長等」とは，前号にいう部局等の長をいう。　
　三　「特定職員」とは，一般職俸給表（一）の7級以上の職員，教育職俸給表（一）5級の職員，医療職俸給表（二）の7級以上の職員及び医療職俸給表（三）の6級以上の職員をいう。（細則第36条）
　四　「教員」とは，教育職俸給表（一）（教務職員を除く。），教育職俸給表（二）及び教育職俸給表（三）の適用を受ける職員をいう。
　五　「現在員」とは，昇給日における一般職員の現員から同日における鳥取大学職員就業規則（平成16年鳥取大学規則第36号）第23条に規定する再雇用職員，鳥取大学職員の採用等に関する規程（平成16年鳥取大学規則第38号）第5条第3号から第6号までに規定する育児休業・介護休業・産休代替の任期付職員，特定任期付職員及び最高号俸を受ける職員を除いた人員をいう。
　六　「基準期間」とは，平成18年4月1日から同年12月31日までの期間とする。当該期間の中途において新たに職員となった一般職員にあっては，新たに職員となった日から昇給日の前日までの期間をいう。
　七　「学長の定める事由」とは，次の事由をいう。（取扱要項第37条関係第5項）
　　ア　年次有給休暇（鳥取大学職員の勤務時間及び休暇等に関する規程（以下「勤務時間規程」という。）第26条）
    イ　業務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病に係る病気休暇（勤務時間規程第29条）
    ウ　特別休暇（勤務時間規程第32条）
　　エ　職務専念義務免除の承認を得た次の期間（勤務時間規程第16条）
　　　(1)レクリエーション行事の参加（別表第3の一）
　　　(2)妊娠中・出産後の保健指導又は健康診査の受診（別表第3の二）
　　　(3)妊娠中の通勤緩和措置（別表第3の三）
    　(4)妊娠中の休息・捕食（別表第3の四）
      (5)総合的な健康診査の受診（別表第3の五）
　　オ　研究・研究成果活用による休職
　　　(1)研究休職（鳥取大学職員就業規則（以下「職員就業規則」という。）第16条第1項第3号）
      (2)研究成果活用休職（職員就業規則第16条第1項第4号）
　　カ　業務上の災害又は通勤による災害を原因とする行方不明休職（職員就業規則第16条第1項第6号）
　　キ　業務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病に係る休職
　　ク　派遣職員の派遣休職（職員就業規則第16条第1項第7号）
    ケ　生理日の就業が著しく困難であることによる病気休暇（勤務時間規程第29条第2項。ただし，連続する最初の2暦日に限る。）
　　コ　その他学長の認める事由
（昇給日）
第３条　昇給日は，平成19年1月1日とする。（細則第34条）
（勤務成績の証明）
第４条　昇給は，当該職員の勤務成績について，その者の職務について監督する地位にある者の証明を得て行う。この場合において，当該証明が得られない職員は，昇給しない。
　（細則第35条）
２　前項に規定する勤務成績の証明は，評価記録書その他その者の勤務成績を判定するに足ると認められる事実に基づいて行うものとする。（取扱要項第35条関係）
３　前２項にかかわらず，学長が極めて勤務成績が良好と認める者については，部局長等の推薦を得ることなく，特別に昇給させることができる。
（昇給区分と昇給号俸数）
第５条　昇給区分と昇給号俸数は次のとおりとする。
　一　勤務成績が特に良好である一般職員　a　
　二　勤務成績が良好である一般職員　b
　三　勤務成績が良好であると認められない一般職員　c
２　昇給区分と昇給号俸数は次のとおりとする。
	                昇給区分
昇給時期等
	 　a
	 　b
	　 c
	         

	平成20年1月～
　平成22年1月
	55歳未満
	 　7
	 　3
	   1
	

	
	55歳以上
	 　3
	 　1
	   0
	

	平成19年1月
	55歳未満
	 　5
	   2
	1又は0
	

	
	55歳以上
	 　2
	   0
	   0
	


注１．平成19年1月の昇給は，勤務成績判定期間が平成18年4月1日から同年12月31日までの9か月間となることから，昇給号俸数は，当該期間を割り落としたもの（平成20年1月～平成22年1月までの間の昇給号俸数に12分の9を掛け，端数を切捨て）となっている。
注２．年の中途で採用された場合の昇給号俸数についても同様に在職期間を割り落としたものとなる。 
３　一般職俸給表（二）適用者については，「55歳以上」を「57歳以上」と読み替える。
４　学長が特に必要と認めたときは，昇給区分aの昇給号俸数を超えて昇給させることができる。
５　第２項による昇給の号俸数が，昇給日にその者が属する職務の級の最高の号俸の号数から当該昇給日の前日にその者が受けていた号俸の号数を減じて得た数に相当する号俸数を超えることとなる一般職員の昇給の号俸数は，同項にかかわらず，当該相当する号俸数とする。　
（昇給区分aの職員数）
第６条　昇給区分をaとする職員の，一般職員の総数に占める割合は，現在員の100分の15とする。　　
２　前項による割合のうち，教員及び教員以外の職員の昇給区分aの人数は，教員，教員以外の職員の現在員の構成比により算出する。
（学長保留数）
第７条　前条第２項の昇給区分aの人数のうち，学長が特別に昇給させる必要を認める人数分を，学長保留数とする。　　　　　　　
（部局等の昇給区分aの適用者の推薦数）
第８条　部局等に配分する昇給区分aの適用者の推薦数は，第6条第2項により算出した数から，前条の学長保留数を除いた数を，部局等の現在員の構成比により算出する。
（昇給区分の適用に関する基準）
第９条　各昇給区分の適用例は，次のとおりとする。
　一　昇給区分aの適用例
    ア　鳥取大学職員人事評価実施規程（平成16年鳥取大学規則第178号。以下「職員人事評価実施規程」という。）に基づき，評価記録書に記載されている職員の勤務実績の評価に係る各評価項目の調整後の評価点数がすべて３点以上で，かつ，実績評語について「C」以上を付与されている者で，勤務実績が特に優れている場合
    イ　鳥取大学における教員の個人業績評価の実施要項による個人業績評価の結果，又は勤務成績を判定するに足ると認められる事実に基づいて，アの場合に相当する勤務成績であると証明された場合
    ウ　アに該当する職員若しくはこれに準ずる職員又はイに該当する職員が相当の長期にわたり特に繁忙な業務に精励した場合，極めて特殊の知識，経験等に基づきこれらを直接必要とする困難な業務に精励した場合，その他学長の定める事由に該当した場合において，当該職員の業務に対する貢献が顕著であると認められるとき
      　なお，「その他学長の定める事由」とは次のとおりである。
　　　(1)　勤務成績が特に良好であると認められ，昇任（昇格を含む。）をした者
　　　(2)　職員就業規則第16条の第7号の規定により派遣休職された者又は派遣休職にされた後職務に復帰した者
      (3)　人事交流により給与細則１第17条の各号（第6号を除く）に掲げる者となった後，再び人事交流により職員となった者，職員出向規程第2条の規定により出向した後，再び本学勤務となった者
      (4)　職務に直接関連する高度の免許等の資格を取得したこと等により，職務遂行能力の顕著な向上があると認められる者
      (5)　給与細則１第40条第2号に掲げる表彰又は顕彰に準ずる表彰又は顕彰を受けた者
      (6)　業務上の災害若しくはこれに準ずる事由により危篤となり，又はこれらの事由に起因して退職する者
      (7)　長期にわたり職務に精励し，当該期間を通じて勤務成績が特に良好であると認められる者
      (8)　学生の教育及び教育方法の改善に功績のあった者
　　　(9)　次の事由に該当して，教育・研究活動の貢献が顕著であると評価された者
　　　　(ⅰ)教育・研究上の業績が認められ，特に権威のある学術上の表彰を受けた場合
　　　　(ⅱ)教育・研究及びその成果が，社会に対し特に多大な貢献をしたとの評価を得た場合
        (ⅲ)専門誌等における掲載論文の評価が特に高いとされた場合
　　　　(ⅳ)学術会議等での発表が特に高い評価を受けた場合
　　　　(ⅴ)職務発明が特に高い評価を受けた場合
　　　　(ⅵ)評価の特に高い発見をした場合
　　　　(ⅶ)教育・研究プロジェクト等においてその貢献が特に顕著であると評価された場合
        (ⅷ)教育・研究に関する事項を審議する委員会等においてその貢献が特に顕著であると評価された場合
        (ⅸ)特に危険な環境の下で困難な業務を遂行した場合
　　　　(ⅹ)その他，教育・研究活動の貢献が特に顕著であると評価された場合
　二　昇給区分cの適用例
    ア　学長の定める事由以外の事由によって基準期間の6分の1に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員
    イ　基準期間において，停職，減給又は戒告の処分を受けた職員
　三　昇給区分bの適用例
　　ア　前２号の昇給区分の適用例に該当しない場合
（昇給区分aの適用に当たっての留意点）
第１０条　昇給区分aの適用に当たっては，次に掲げる事項にも十分留意すること。
　一　過去受けた特別昇給の回数，前回受けた特別昇給の実施時期等に過度にとらわれないようにすること。
　二　職員の年齢が職員給与規程第19条第3項に定める昇給号俸数が抑制される年齢に達したこと等を考慮して，その代替措置として適用することはしないこと。
（昇給区分aの適用者の決定）
第１１条　昇給区分aとする職員は，次のとおり決定する。　
　一　教員については，部局長等の推薦に基づき，学長が決定する。
  二　教員以外の職員のうち，部長・経営企画官・課長及び事務長については，理事（総務担当）の推薦に基づき，学長が決定する。
　三　教員以外の職員のうち，前号以外の職員については，部局長等の推薦に基づき，学長が決定する。
（昇給区分cの適用者の報告と決定）
第１２条　昇給区分cとする職員は，次のとおり決定する。
　一　教員については，部局長等の報告に基づき，学長が決定する。
  二　教員以外の職員のうち，部長・経営企画官・課長及び事務長については，学長が決定する。
　三　一般職員のうちの教員以外の職員で，前号以外の職員については，部局長等の報告に基づき，学長が決定する。
（昇給区分bの適用者の決定）
第１３条　前２条以外の者の昇給区分はbとする。
